
島根県防災ヘリコプター救急システム要領 

島根県防災ヘリコプター緊急運航要領（以下「緊急運航要領」という。）に基づき、島

根県防災ヘリコプター救急システム（以下「救急システム」という。）について、次のと

おり定める。 

（目的） 

第１条 救急業務において、島根県防災ヘリコプター「はくちょう」（以下「はくちょう」

という。）の飛行速度、空中停止、垂直離着陸等の特性を生かし、地域の実情に応じた

効率的な搬送体制を構築することにより、救命効果の向上を図るものとする。 

（用語の定義） 

第２条 「はくちょう」が行う救急業務とは、消防法（昭和２３年法律第１８６号。以下

「法」という。）第２条第９項に定めるものをいう。 

 ２ 救急事故とは、前項で規定された救急業務の対象である事故をいう。 

（出動範囲等） 

第３条 「はくちょう」の出動範囲は島根県全域とする。なお、高次医療機関もしくは、

専門医療機関へ即時搬送が必要となった場合の搬送は、この限りではない。 

 ２ 県外搬送の場合、燃料給油なしで患者引継できる場所までの搬送とする。ただし、

消防支援活動（燃料給油中において患者を救急車内へ一時保護する等）が受けられる

場合はこの限りではない。 

（出動基準） 

第４条 「はくちょう」の出動基準は、次の各号いずれかに該当し、消防本部が傷病者の

救命及び予後回復に効果的と判断した場合とする。 

  （１）緊急に医療機関へ傷病者を搬送する必要が生じた場合 

  （２）山中、遠隔地、離島などの救急搬送に長時間を要する場合 

     山中の離村などのように救急車では現場到着及び医療機関への収容に時間を

要する場合 

  （３）孤立した場所で発生した傷病者の救出・救助に引き続く救急搬送 

     高層ビルの屋上や増水中の川の中州、または山中での孤立などのように、地上

からの接近が極めて困難である場所及び海上で、「はくちょう」による救出・救

助が最も有効と考えられる傷病者を収容し、引き続き医療機関に搬送する場合 

  （４）緊急性を要し、長距離の移動を伴う高次な医療機関へ緊急に搬送する必要が生

じた場合で、他の搬送手段がなく「はくちょう」の活用で搬送時間を著しく短縮

することにより、傷病者の救命効果等が期待できる場合。（傷病の内容により専

門の病院に搬送する場合も含まれる。） 



  （５）大規模災害発生に伴う重症者の後方搬送 

     大規模災害時において、医療機関の被災地等により、当該地域の医療が確保で

きなくなった場合において、「はくちょう」による広報医療機関等への搬送が有

効と判断される場合。（前記の病院間搬送で、被災地病院から遠隔地の収容可能

な病院への搬送も含まれる。） 

  （６）災害等の現場において、傷病者が多数発生した場合における災害現場への医師、

看護師、救急救命士、医療スタッフ及び医療器材の搬送が必要な場合 

（出動要請基準） 

第５条 消防本部における出動要請基準は、別に定める。 

（「はくちょう」の搭乗隊員等） 

第６条 「はくちょう」の搭乗隊員等は次の各号のとおりとする。 

  （１）救急業務における救急隊員の搭乗は、１機につき２人以上とする。 

  （２）救急搬送においては、医師又は救急救命士の同乗が望ましい。 

  （３）転院搬送は、原則として医師が同乗することとする。また、医師同乗時は、患

者関係者の同乗は、必要最小限とする。 

  （４）傷病者が乳幼児の場合は家族、関係者を同乗させることが望ましい。 

  （５）搭乗者等については、（１）から（４）に定めるもののほか、運航指揮者が状

況に応じて判断する。 

（医療機関の選定） 

第７条 傷病者の収容先医療機関は、要請側消防本部が選定するものとする。この場合に

おいて、三次救命救急センターを原則とするが、それ以外の医療機関についても適宜選

定できるものとする。 

（緊急離着陸場等） 

第８条 消防本部及び航空隊は連携を密にして緊急離着陸場の確保に努めることとする。 

 ２ 搬送先の緊急離着陸場から収容先医療機関の間を、救急車で中継搬送をする必要

ある場合は、要請側消防本部から緊急離着陸場を管轄する消防本部に対し、協力を要

請することとする。 

（通信手段） 

第９条 「はくちょう」との通信手段は、消防本部及び救急車にあっては消防救急デジタ

ル無線（主運用波、統制波）とする。 

（運航不能時） 

第１０条 「はくちょう」の運航不能時等の場合は、航空消防防災業務に関する相互応援

（鳥取県と島根県の消防防災ヘリコプター運航不能期間等における相互応援協定及び



中国五県消防防災ヘリコプター相互応援協定）に基づき、又は、離島においては海上保

安庁、自衛隊に要請するものとする。要請にあたっては、県防災部消防総務課（航空隊

も含む）が行う。なお、この場合において、本要領中の「はくちょう」は「応援航空機」

と読み替えるものとする。 

（感染防止対策） 

第１１条 救急業務に伴う感染防止対策については、別に定める。 

（訓練） 

第１２条 消防本部は、「救急システム」の有効かつ効果的運用が図れるよう、努めて各

緊急離着陸場における救急搬送訓練を実施し、「はくちょう」の特性等を把握しておく

ことが望ましい。 

（運用手続き） 

第１３条 消防本部は、安全かつ円滑な救急業務を行うために、努めて以下の内容につい

て、それぞれ「運用手引き」を作成することが望ましい。 

  ①緊急離着陸場 

  ②救急車と「はくちょう」の傷病者中継位置 

  ③出動する救急車の無線呼出名称 

  ④地域の医療機関状況 

  ⑤医師同乗の有無 

  ⑥要請手順 

  ⑦気象情報入手先 

  ⑧活動フローチャート 

  ⑨緊急離着陸場付近の地図等 

  ⑩その他必要と思われる事項 

 付 則 

 この要領は平成１７年２月１日から施行する。 

 付 則 

 この要領は令和元年６月１日から施行する。 



島根県防災ヘリコプター救急システムに関する運用細則 

島根県防災ヘリコプター救急システム要領第５条に基づく、出動要請基準については、

次の第１条から第３条までのいずれかに該当する場合とする。 

第１条 事故の目撃者から次の１の各号のいずれかの症例等の１１９番通報があり、受

信した消防本部等の指令課（室）員が、２に揚げる地理的条件に該当すると判断した場

合 

 １ 症例等 

 （１） 自動車事故 

   イ 自動車からの放出 

   ロ 同乗者の死亡 

   ハ 自動車の横転 

   ニ 車が概ね５０ｃｍ以上つぶれた事故 

   ホ 客席が概ね３０ｃｍ以上つぶれた事故 

   ヘ 歩行者もしくは自転車が、自動車にはねとばされ、又はひき倒された事故 

 （２） オートバイ事故 

   イ 時速３５ｋｍ程度以上で衝突した事故 

   ロ ライダーがオートバイから放り出された事故 

 （３） 転落事故 

   イ ３階以上の高さからの転落 

   ロ 山間部での滑落 

 （４） 窒息事故 

   イ 溺水 

   ロ 生き埋め 

 （５） 列車衝突事故 

 （６） 航空機墜落事故 

 （７） 傷害事件（撃たれた事件、刺された事件） 

 （８） 重症が疑われる中毒事件 

 （９） バイタルサイン 

   イ 目を開けさせる（覚醒させる）ためには、大声で呼びかけつつ、痛み刺激（つ

ねる）を与えることを繰り返す必要がある（ＪＣＳ：で３０以上） 

   ロ 脈拍が弱くてかすかしかふれない。全く脈がないこと。 

   ハ 呼吸が弱くて止まりそうであること。遠く、浅い呼吸をしていること。呼吸停

止 

   ニ 呼吸障害、呼吸がだんだん苦しくなってきたこと。 

 （１０） 外傷 

   イ 頭部、頚部、躯幹又は、肘もしくは膝関節より近位の四肢の外傷性出血 



   ロ ２箇所以上の四肢変形又は四肢（手首、足趾を含む）の切断 

   ハ 麻痺を伴う肢の外傷 

   ニ 広範囲の熱傷（体の概ね１／３を超える火傷、気道熱傷） 

   ホ 意識障害を伴う電撃症（雷や電線事故で意識がない） 

   ヘ 意識障害を伴う外傷 

 （１１） 疾病 

   イ けいれん発作 

   ロ 不穏状態（酔っ払いのように暴れる状態） 

   ハ 新たな四肢麻痺の出現 

   ニ 強い痛みの訴え（頭痛、胸痛、腹痛） 

 ２ 地理的条件 

 （１）事案発生地点がヘリコプターの有効範囲（救急車又は船舶を使用するよりも、ヘ

リコプターを使用する方が、覚知から病院到着まで時間を短縮できる地域をいう）

内であること。 

 （２）（１）には該当しないが、諸般の事情（地震、土砂崩れ等によって事案発生地に

通じる道路が寸断された場合等）により、ヘリコプター搬送をすると、覚知から病

院搬送までの時間を短縮できること。 

第２条 第１条に該当しない場合であっても、事故発生地までの距離等により、ヘリコプ

ターを使用すると救急車又は船舶を使用するよりも搬送時間が短縮できる場合 

第３条 現場の救急隊員から要請がある場合 

第４条 消防本部における出動要請は「はくちょう」出動判断フローチャート（別表１）

を参考に１１９番受信時又は救急隊到着時に迅速に判断するものとする。 

 付 則 

 この細則は平成１７年２月１日から施行する。 



「はくちょう」出動判断フローチャート 別表1

傷病者が事故または急病時に起因して、次の1以上の場合に該当し、重症が疑われる場合 　地理条件 　現場隊員の要請

（受傷原因等）

（１）自動車事故 　左のような重症のも 　　現場隊員からの要請がある場合

①自動車から放出 のでなくても、事案発

②同乗者の死亡 生地では、ヘリコプタ

③自動車の横転 ーを使用すると、救急

④車が概ね５０ｃｍ以上つぶれた事故 車又は船舶を使用する

⑤客席が概ね３０ｃｍ以上つぶれた事故 よりも搬送時間が短縮

⑥歩行者もしくは自転車が、自動車にはねとばされ、又は引き倒された事故 できる場合

（２）オートバイ事故

①時速３５ｋｍ程度以上で衝突した事故

②ライダーがオートバイから放り出された事故

（３）転落事故

①３階以上（約１０ｍ）の高さからの転落

②山間部での滑落

（４）窒息事故

①溺水

②生き埋め

（５）列車事故

（６）航空機事故

（７）傷害事件

（８）重症が疑われる中毒事故

（要救助者の現在状態）

（１）バイタルサイン

①目を開けさせる(覚醒させる)ためには、大声で呼びかけつつ、痛み刺激(つねる)

を与えることを繰り返す必要がある（ＪＣＳ３０以上）

②脈拍が弱くてかすかにしか触れない、全く脈がない状態

③呼吸が弱くて止まりそうな状態、遠く浅い呼吸をしている状態、呼吸停止

④呼吸障害、呼吸がだんだん苦しくなってきている状態

（２）外傷

①頭部、頚部、躯幹又は肘もしくは膝関節より近位の四肢の外傷出血

②１箇所以上の四肢変形又は四肢（手指、足趾を含む）の切断

③麻痺を伴う肢の外傷

④広範囲の熱傷（からだのおおむね１／３を超えるやけど、気道熱傷）

⑤意識障害を伴う電撃症（雷や電線事故で意識がない）

⑥意識障害を伴う外傷

⑦アナフィラキシーショック

（３）疾病

①痙攣発作

②不穏状態（酔っ払いのように暴れる）

③新たな四肢麻痺の出現

④強い痛みの訴え（頭痛、胸痛、腹痛）

（４）その他緊急性があると判断される場合

NO YES YES

　事案発生地点がヘリコプターの有効範囲で 　通常のヘリコプターの有効範囲ではない 　緊急性を要し、

ある場合 が、諸般の事情により、ヘリコプター搬送 長距離の移動を

すると、覚知から病院搬送までの時間を短 伴う病院間の搬

縮できる場合 送

　有効範囲は、救急車を使用するよりもヘリ

コプターを使用する方が覚知から病院搬送ま ※事例 　①高次な医療

での時間を短縮できる地域とする。 　①交通事故等により、事案発生地付近の 　機関への緊急

　道路状況が著しく悪くなる場合 　搬送

　②地震、土砂崩れ等によって事案発生地 　②その他消防

　に通じる道路が寸断された場合 　本部が認める

　③事案発生地の消防機関等の救急車がす 　場合

　べて出払っている場合

YES YES YES

※YES，NOの判断が明確にできないときは、YESとする。

　図中、破線は「又は」を表す。 　　ヘリコプターによる搬送

　「YES」の場合は、矢印の方向、ヘリコプターの出動へ


